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□事業概要

　公立大学法人下関市立大学は、総合的な知識と専門的な学術を教授研究し、地域に根ざし世界に開かれた教育研究
を実践することにより、下関はもとより、東アジアさらには国際社会の発展に寄与することを目的として、大学を設置し、管
理する。 　以上の目的を達成するため、理事長及び学長のリーダーシップの下、より機動的・戦略的な大学改革を行うとと
もに、以下の５項目を重点目標として自主的かつ効果的な大学運営を行う。  ①教育の質の保証と向上 　大学設置の目的
に沿った人材育成目標を達成するため、カリキュラムの再編成を柱とした抜本的教育改革を行い、質の高い教育を実施
する。 ②学術的諸課題に挑戦する高い水準の研究 　研究支援体制を整え、学術的諸課題に挑戦する独創的で特色ある
高い水準の研究を推進し、その成果を社会に還元する。 ③就業力の育成 　就職支援を含めた学生支援体制を一層充実
させるとともに、学生の就業力育成に力を入れ、実社会で活躍できる人材を育成する。 ④国際交流の推進 　一層の国際
交流体制を整備し、特に東アジアを念頭に置いた学生・学術の国際交流を推進する。 ⑤地域共創を通じた地域貢献 　豊
かな地域社会の創成に貢献するため、地域との共創関係を構築しつつ、地域課題の解決に向けた教育と研究に積極的
に取り組む。また、産学官連携を推進し、大学としてより一層の地域貢献を果たす。

□設立年月日 平成１９年　４月　１日

□法人分類 その他

□出資年月日 平成１９年　４月　１日

□業務分類 教育・文化関係

□下関市出資額 5,872,170千円 □出資割合 100.0％

□財政関与状況（単位：千円）

総務部総務課

公立大学法人　下関市立大学

　　補助金交付額（負担金、交付金を含む） 215,617千円

　　貸付金残高 0千円

　　損失補償契約債務残高 0千円

□所管課所室

　出資については、地方独立行政法人法第6条（財産的基礎）第2項に、設立団体は地方独立行政法人の資本金の額の2
分の1以上に相当する資金その他の財産を出資しなければならないと規定されているため。 　また、交付金の交付につい
ては、同法第42条（財源措置）に、設立団体は、地方独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるため必要な金額の
全部又は一部に相当する金額を交付することができると規定されているため。

□出資（出えん）又は財政関与を行う目的等

□今後の取組区分及び具体的取組内容

区分 具体的取組内容

　事業の民間譲渡

　完全民営化（出資引揚）

　その他の統合

　その他の廃止

　その他

□今後も出資を継続する場合の理由

出資等継続

○

　地方独立行政法人は、住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地からその地域において確実に実
施されることが必要な事務及び事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接実施する必要のないもののうち、民
間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されない恐れがあるものと地方公共団体が認めるものを効率的かつ効果的
に行わせることを目的として設立しているため。


